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特集:医療費の ｢過払い･未払い｣

保険者が医療機関に支払った額を被保険者に通知する医療費通知は、被保険者に医療保険制度に対する意識を深めさせ、

コスト意識を喚起させることが本来の役目だが、保険者側からすれば医療機関の架空請求等に対して心理的な抑止効果も期

待している側面がある。

診療報酬の審査により医療費に減額があった場合には、保険者より医療費の過払いを知らせる減額通知を附記することとな

っているが、昨年、政府管掌保険と船員保険において４５都道府県の社会保険事務局で減額通知を怠っていたことが判明した。

市町村が運営する国民健康保険においても、全国の約４割に当たる７８４市町村で同様のケースが明らかになった。

これに対し、厚生労働省は減額通知の更なる徹底を要請している。

医療費削減政策により、医療機関の経営は厳しさを増す一方だが、支出削減の努力を続ける医療機関にとって、ここに来て

患者側の医療費の未払いも、見過ごす事の出来ない問題となってきた。

今回は、いわゆる医療費の「過払い・未払い」問題を解説する。

医 療 費 の 過 払 い と は ？

★医療費の過払いや未払いの問題がクローズアップされ、社会的な関心を呼んでいる。医療費過払いの
総額は、政府管掌保険と船員保険では、平成１５年からの３年間で少なくとも１億円、国民健康保険
では、年間数億円規模に上ると見られている。一方、医療費未払いの総額も年間数百億円規模と莫大

。で、これは医療機関の経営難に追い討ちをかけ、破綻に追い込みかねない大きな火種となっている

「医療費請求・過払い通知の流れ」
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診療報酬の審査の段階で医療費に１万円以上の差額が生じた

場合には、被保険者に過払いだったことを減額通知で知らせ

る【昭和６０年４月厚生省（当時）通達】こととなっている

が、昨年、全国の社会保険事務局や市町村で減額通知を怠っ

ていたことが明らかになった。

政府管掌保険・船員保険では…

○ 山口、佐賀を除く４５都道府県の社会保険事務局で通

知漏れ

○ 平成１５年度からの３年間で全国９,９１４件、未通知であ

った過払いの総額は、少なくとも１億円

○ そのうち福岡県は平成１５年度からの３年間で５８４件

国民健康保険では…

○ 全国の約４割に当たる７８４市町村で通知漏れ、未通知

であった過払いの総額は、年間数億円規模と推定

○ 福岡市は、平成１３年度からの５年間で７２６件、未通知

であった過払いの総額は、約２,３００万円

日本医師会はこう考える

・医療機関側の誤請求等によって生じたものは、返還の求めがあっ

た場合返還すべき

・一部負担金の返還について患者さんと十分な話し合いの上で対

応する

・査定内容を検討し、納得の行かないときは速やかに再審査請求

を行う



保険医療機関等は、前項の一部負担金（第43条第１項の規定により一部負担金の割合が減ぜられ

たときは、同条第２項に規定する保険医療機関等にあっては、当該減ぜられた割合による一部負担

金とし、第44条第１項第１号の措置が採られたときは、当該減額された一部負担金とする。）の支払

を受けるべきものとし、保険医療機関等が善良な管理者と同一の注意をもってその支払を受けるこ

とに努めたにもかかわらず、なお被保険者が当該一部負担金の全部又は一部を支払わないとき

は、保険者は、当該保険医療機関等の請求に基づき、この法律の規定による徴収金の例によりこ

れを処分することができる。

保険医療機関又は保険薬局は、前項の一部

負担金（第75条の２第１項第１号の措置が採

られたときは、当該減額された一部負担金）

の支払を受けるべきものとし、保険医療機関

又は保険薬局が善良な管理者と同一の注意

をもってその支払を受けることに努めたにも

かかわらず、なお療養の給付を受けた者が

当該一部負担金の全部又は一部を支払わな

いときは、保険者は、当該保険医療機関又

は保険薬局の請求に基づき、この法律の規

定による徴収金の例によりこれを処分するこ

とができる。

　 　
件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

病　 院 246 26,685,447円 608 1,837,379円 病　 院 348 35,165,325円 708 12,016,212円

診療所 8 290,195円 1,468 1,597,229円 診療所 14 905,190円 128 2,216,193円

　 　
件　数 金　額 件　数 金　額

病　 院 1634 116,526,996円 1,118 8,558,840円 病　 院 322 31,839,287円

診療所 25 1,402,840円 1,141 2,117,647円 診療所 15 1,190,195円
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未収金を発生しにくくする努力を重ね

て状況を改善するしかない

根本的な解決策は示しておらず、今後→
制度的なものや法整備を含めた解決が

求められる

解 決 策 は ？ （ 厚 労 省 見 解 ）解 決 策 は ？ （ 厚 労 省 見 解 ）

□ 未収金に関する

保険者徴収の関係法令
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医 療 費 の 未 払 い と は ？

医療情報室の目

国 民 健 康 保 険 法 ( 第 4 2 条 第 2 項 )

Hint・ひんと・・・

健 康 保 険 法 ( 第 7 4 条 第 2 項 )

医療機関窓口で患者さんが支払わない医療費（未収金）は近年急増しており、医療機関にとって深刻な問題となっている。

昨年、四病協が実施した調査によると、全国の病院だけでも年間推定３７３億円で、これに診療所も加えるとさらに莫大な額に上る

と思われる。

（日本病院会・全日本病院協会・日本医療法人協会・日本精神科病院協会）四 病 協

・保険契約上、医療費は保険者が支払うべきで、医療機関は保険者に請求する権利
がある。準備が整えば一斉請求行動を進める。

日 本 医 師 会
・四病協の動きに同調することは考えていないが、緊密な意見交換を行い、共同でき
るところは共同していきたい。

・医師会立病院を対象とした調査や郡市医師会に対して意識調査を実施し、その結
果を踏まえた上で、必要があれば本格的な調査に乗り出す。

厚 生 労 働 省
・放置しておけない問題である。
・診療行為は医療機関と患者の契約で、保険者が医療費を徴収することは可能だが
徴収できなくても肩代わりする義務はない。

１）所得格差の増大による生活困窮層の増加

２）制度改革による患者自己負担の増加

３）意図的に支払わない悪質な未払いの増加

医療費が債務だという意識の欠如

患者のモラルの低下

未 払 い 急 増 の 原 因未 払 い 急 増 の 原 因

（平成18年11月20日現在）福岡市医師会が実施した平成17年度分未収金調査

回 答 数

288医療機関（24.7％）

未収金あり

213医療機関（74.0％）

社会保険庁が医療費の過払い通知を怠っていたニュースは、診療報酬審査についての丁寧な背景説明が不足した一面的な報道もあ

って、一般の国民には、医療機関の不正請求の結果｢過払い｣が生じたと受け取られているところがある。

診療報酬の審査で減点査定の対象となるのは、記号・番号の誤りや病名の記載漏れといったケアレスミスが大半なのに、医療機関が

故意に高い点数で算定した診療費用を窓口で患者さんに請求した結果が過払いなのだという誤った認識を生んでいる。こうした誤解を

正さない国や一部報道機関の姿勢には猛省を求めたい。また、患者が払い過ぎた部分については、医療機関に返還を求めることが出

来るとしている点についても、薬品や医療材料など、治療の過程で現物給付したものに対する評価の視点が欠落している。患者さんに

｢金は返すから、治療に使った薬や医療材料は返して下さい｣と言えというのだろうか。

一方、医療費の｢未払い｣問題は、かねてから指摘されているが、格差社会を背景とする低所得者層の増加や国民一般のモラル低

下、更には医療制度改革に伴う患者自己負担額の増加等の影響でますます深刻化している。この問題は、医療機関の経営難にも直結

する、我々医療関係者にとって本当に切実な問題である。

医療費の｢過払い・未払い｣は、医療保険制度上の双子の問題と言ってもいい。敢えて言えば、医療機関は窓口負担を徴収せず、医

療費を全額保険者に請求できるような制度になればこの問題は解決するのである。

医療制度を論じるのは政治の役目だが、そこに医療人の視点を加えていくためには、我々医師会員が日常的に政治への関心と参加

の姿勢を明らかにして、声を上げ続けていくことが求められている。

★未収金合計：240,231,328円 過去3年間：485,488,113円




